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鎌倉女子大学 教職課程認定学部・学科等一覧（免許校種・免許教科略称） 

【学部】  

・家政学部 家政保健学科（中・高 家庭、中・高 保健、養教）、管理栄養学科（栄養） 

・児童学部 児童学科（幼、小、特支） 

      ※子ども心理学科 課程認定学科でないが、他学科履修で（幼、小、特支、養教）の取得が可能 

・教育学部 教育学科（小、中・高 国語、中 社会、高 地歴、高 公民、特支） 

【大学院】 

・児童学研究科 児童学専攻(修士課程)（幼、小、特支） 

 

全体評価 

鎌倉女子大学は、学祖・松本生太によって京浜女子家政理学専門学校として昭和 18 (1943)年

に横浜市に創設された。その後、戦災で灰燼に帰した学園の再建のため、学祖は、その後継者で

ある学父・松本尚と共に、1946（昭和 21）年、平和を求めて古都鎌倉に新しい教育の本拠地を

見出した。以来、本学は、昭和時代の京浜女子大学、平成の幕開けと共に、鎌倉ゆかりの大学に

ふさわしく鎌倉女子大学と校名を変更し、一貫してわが国の教育の普及・向上に邁進してきた。

幼稚部・初等部・中等部・高等部・短期大学部・大学・大学院を擁し、一貫教育を行うことので

きる総合学園として今日に至っている。 

本学の建学の精神は、教育の理念・教育の目標・教育の姿勢・教育の方法・教育の体系の五つ

の教育的課題を包含しつつ、これらが構造的に配置されているところに、その特徴がある。 

＜教育の理念＞ 感謝と奉仕に生きる人づくり 

＜教育の目標＞ 女性の科学的教養の向上と優雅な性情の涵養 

＜教育の姿勢＞ 人・物・時を大切に 

＜教育の方法＞ ぞうきんと辞書をもって学ぶ 

＜教育の体系＞ 徳育・知育・体育の調和 

本学は教員養成においても、この建学の精神に基づき、豊かな人間力と優れた教師力を備えた

多くの人材を広く教育界に送り出してきた。社会は激しく変化しているが、いつの時代も教育が

目標とするものは、現代社会及び近未来社会に適合しつつ、主体的に生き抜くことのできる一人

ひとりの育成にある。本学の教員養成の目標は、教育に関する理論と実践についての教育研究を

行うことによって、一人ひとりの育成に貢献できる心構え・知識・技術・態度を身につけ、自他

に対する教育力を培い、特に教育・文化等の分野において活躍できる有為な教育者の養成であ

る。 

 今回の教職課程自己点検に伴い、各基準領域に関する学内の情報を収集・分析・評価すること

で、本学教職課程の特色や課題が明らかになった。課題については、教職課程自己点検・評価体

制の下で改善・向上に向けて取り組んでいく。 
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教職課程の現況及び特色 

 

１ 現況 

 

(１) 大学名 

鎌倉女子大学 

 

(２) 所在地 

大船キャンパス  神奈川県鎌倉市大船六丁目１番３号 

岩瀬キャンパス  神奈川県鎌倉市岩瀬 1420 

二階堂学舎    神奈川県鎌倉市二階堂 890-1 

山ノ内学舎    神奈川県鎌倉市山ノ内 1301 

 

(３) 学生数及び教員数    

〔学生数〕                           （令和４年５月１日） 

学部学科 在籍学生〔最終年次学生数／うち教職課程履修者〕 

家政学部 家政保健学科    436 名 〔110 名／ 27 名〕 

管理栄養学科    523 名 〔127 名／  4 名〕 

児童学部 児童学科    787 名 〔234 名／214 名〕 

子ども心理学科    251 名 〔 68 名／ 20 名〕 

教育学部 教育学科  435 名 〔134 名／123 名〕 

学部学科計   2432 名 〔673 名／388 名〕 

 

研究科 在籍学生〔最終年次生数／うち教職課程履修者〕 

児童学研究科児童学専攻 12 名 〔  5 名／  0 名〕 

 

〔教員数〕 

学部学科 専任教員数 

家政学部 家政保健学科 15 名 

管理栄養学科 22 名 

児童学部 児童学科 23 名 

子ども心理学科 13 名 

教育学部 教育学科 23 名 

学部学科計 96 名 

 

研究科 専任教員数 

児童学研究科児童学専攻 17 名 
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２ 特色 

 

（1）本学教員養成課程の特徴 

本学の教育の目標は、「女性の科学的教養の向上と優雅な性情の涵養」である。教員養成につい

ても、科学的教養と人格的資質を備えた教育者を送り出すことを目標として、養成課程が編成さ

れている。学びに対する誠実さ、情熱、教育への使命感を醸成し、理論と実践の往還を主体的に

行うことのできる教員を養成するために、各課程に共通して次のような特徴をもつ。 

 

（ア）カリキュラム・ポリシーに基づき、学年次の到達目標を示しながら教職課程を編成し、こ

れに基づき計画的・段階的に実施している。また、「領域」や「学びのキーワード」といった専

門性を高めるための学修モデルを明示していることや、複数の免許や関連する資格等の取得（所

属学科以外の科目履修によるものを含む）などにより、多様な強みを持った教員を養成してい

る。 

 

（イ）併設校の幼稚部、初等部、中・高等部との教育・研究や学生支援における連携、教員の人的

交流など、学園の資源を生かしている。また、教職課程科目の担当者は、研究者及び実務家が

バランスよく配されており、両者が協働する科目が多く存在する。 

 

（ウ）教育実習について段階的で手厚い支援・指導の体制を整えている。養成段階の早期で、学

校現場における就業体験もさかんに実施している。また、学修と採用試験対策や就業までのキ

ャリア支援が連続的に計画・実施されている。 

 

これらの特徴を生かし、本学の理念を継続して体現できる者を教育現場に送り出すことを使命

として、課程運営を行っている。 

 

（2）教育職員免許状の課程認定及び取得状況 

本学は文部科学省より次表のとおり教員養成の課程認定を受けている。令和 4 年度卒業生につ

いてそれぞれの免許取得数も併せて記載した。いずれの学科においても課程履修者の免許取得率

は 97％を超えた。 

本学では他学科の開講科目を履修することで、取得可能な教育職員免許状が設定されている。

例えば、表内には児童学部子ども心理学科の記載はないが、同学科では児童学科の開講科目を履

修することで幼稚園教諭、小学校教諭、特別支援学校教諭を、家政学部家政保健学科の科目を履

修することで養護教諭をそれぞれ取得可能である。 
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〔学部〕 

学部名 学科名 定員 免許状の種類〔令和 4 年度卒業生の取得者数〕 

家政学部 家政保健学科 80 中学校教諭一種免許状（家庭）〔10〕 

高等学校教諭一種免許状（家庭）〔10〕 

中学校教諭一種免許状（保健）〔0〕 

高等学校教諭一種免許状（保健）〔0〕 

養護教諭一種免許状〔17〕 

管理栄養学科 120 栄養教諭一種免許状〔4〕 

児童学部 児童学科 170 幼稚園教諭一種免許状〔203〕 

小学校教諭一種免許状〔113〕 

特別支援学校教諭一種免許状（知的障害者）〔44〕 

特別支援学校教諭一種免許状（肢体不自由者）〔44〕 

特別支援学校教諭一種免許状（病弱者）〔44〕 

教育学部 教育学科 80 小学校教諭一種免許状〔106〕 

中学校教諭一種免許状（国語）〔39〕 

中学校教諭一種免許状（社会）〔13〕 

高等学校教諭一種免許状（国語）〔26〕 

高等学校教諭一種免許状（地理歴史）〔6〕 

高等学校教諭一種免許状（公民）〔5〕 

 ※他学科履修によるものを含めた取得数については資料 2-2-4 参照。 

 

〔大学院〕 

研究科名 専攻名 定員 免許状の種類 

児童学研究科 児童学専攻 10 幼稚園教諭専修免許状〔0〕 

小学校教諭専修免許状〔0〕 

特別支援学校教諭専修免許状（知的障害者）〔0〕 

特別支援学校教諭専修免許状（肢体不自由者）〔0〕 

特別支援学校教諭専修免許状（病弱者）〔0〕 

 ※令和 4 年度修了の研究科生は公認心理士受験資格取得を目指す者たちで、教育職員免許状の

取得はなかった。 

 

（3）教員就職状況 

令和 4 年度は、教員就職数が正規及び臨時的任用職員等を含め 231 名にのぼり、内訳として、

幼稚園教諭及び保育教諭が 58 名、小学校教諭が 112 名、中学校教諭 14 名、高等学校教諭が 1 名、

特別支援学校教諭 29 名、養護教諭がそれぞれ 17 名となった。 

近年は、教育学部教育学科及び児童学部児童学科といった教員養成を主目的とする学科を中心

に採用試験受験者数も安定しており、令和 4 年度はのべ 139 名合格した。内訳は小学校教諭 97

名、中学校教諭・高等学校教諭 9 名、特別支援学校教諭 20 名、養護教諭 13 名であった。 
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（4）教員養成に係る組織 

本学は教育研究上の基本組織として、家政学部家政保健学科・管理栄養学科、児童学部児童学

科・子ども心理学科、教育学部教育学科の 3 学部 5 学科、大学院児童学研究科児童学専攻の 1 

研究科 1 専攻を置いている。教員養成課程は、各学部学科が主体となり、教務部と連携して正課

課程の運営を行っている。また、本学が求める教育者としての専門性と優れた人間力を備えた人

材の育成、より円滑な教職課程・教員養成カリキュラム編成・当該カリキュラムの実施等を目的

として、「教職センター」「教職委員会」「教員養成カリキュラム委員会」を設置している。 

 

教職センター 

より質の高い教員を目指す学生を総合的にサポートするため、2008 年 4 月より「教職センター」

が設置されている。教員採用試験対策講座開催のほか、教職全般に関する個別相談、幼稚園教諭

等の就職活動支援を行っている。また、「教職等インターンシップ」の学生指導、「養成・採用・研

修に関する連絡協議会」の開催など、教育現場の指導の実際を学ぶと共に、「教員としての資質の

向上」に向けた研修の機会を提供している。 

 

教職委員会 

本委員会は、教職課程運営・改善・充実及び円滑な運営を図ることを目的とした全学的な組織

として設置している。教職センター⾧を委員⾧として、各学部・学科の免許担当者及び各学部・

学科より選出された教職担当教員、ならびに教務部免許・資格指導課事務担当者、教職センター

事務担当者により構成し、原則月一回の定例会を開催している。 

 

教員養成カリキュラム委員会 

本委員会は、保育実習・教育実習・養護実習におけるカリキュラムの連続性、「教職実践演習」

「保育・教職実践演習」フィールドワーク、科目内容の調整、学校や各教育委員会との連携、教

職課程の自己点検・評価などの教員養成カリキュラム改善を目的として設置している。教職委員

会のメンバーに加え、教務事務担当者及び学務事務担当者により構成し、教職センター⾧を委員

⾧として、原則月一回の定例会を開催している。 
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Ⅱ基準領域ごとの教職課程自己点検・評価 

 

領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み 

 

項目 1-1 教職課程教育の目的・目標の共有 

〔現状〕 

教職課程の教育の目的・目標は、大学及び大学院の使命・目的、学部・学科及び研究科の教育

目標とともに一体として『履修の手引』に掲載している。これによって教職員が容易に確認でき

るようにしており、教員養成の目標は、本学 Web サイト「教員養成に関すること」にも掲載して

いる。 

『履修の手引き』の「4 年間の履修指針」は、建学の精神や卒業認定・学位授与の方針を学修者

が常に意識できるものであり、学士力と教師力が密接に関係したものであることを理解できる。

また、教職履修カルテの資質・能力についての自己評価項目によって養成期完了時及び着任時の

姿を明確にイメージできるようにしている。 

目指すべき教師像について、本学では学修者目線を徹底することで、これが教職員の共通理解

の基盤となっており、正課内外でこれらの目的・目標は共有されている。 

  

〔⾧所〕 

 履修指針や科目ナンバー、カリキュラム一欄と教員免許状取得に必要な科目群が一体的に示さ

れていることで、教職課程教育が計画的に実施され、学生が円滑に学修を進めることができるよ

うに工夫されている。 

 また、全ての課程に共通して、「教職実践演習」等の科目において、研究家の教員と実務家の教

員が協働して担当し、養成課程と採用後に求められる資質・能力について主体的に学生が考える

機会が多く設けられている。これは教員間で養成課程の目的・目標についての共通理解を一層深

めるものとなっている。 

 

〔課題〕 

 目指す教師像について、教員免許毎に設定していないことは今後の検討を要する。しかし、本

学は実学を旨としている故に、特に学部・学科の卒業認定・学位授与の方針が目指すべき教師像

としてすでに機能していることや、教育実習の受入れや就職実績等で関係する教育委員会も多様

であることから、特定の自治体教育委員会だけとの教師像の接続を意識することは、慎重に検討

する必要がある。 

また、教職履修カルテの自己評価項目として設定している資質・能力は、養成期完了時及び着

任時の姿を示しているが、今後の改定や見直しについて検討を行う。 
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＜資料＞ 

資料 1-1-1 大学の教員養成に関すること（本学 Web サイト。以下同様。） 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/training/index.html 

資料 1-1-2 大学等の教育研究上の基本情報 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/education/index.html 

資料 1-1-3 大学等の教育課程に関する情報 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/curriculum/index.html 

資料 1-1-4 教員・保育士の養成 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/employment/index.html 

資料 1-1-5 教職履修カルテ 自己評価 （一部抜粋） 

資料 1-1-6 就職実績 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/performance/index.html 

 

基準項目 1-2 教職課程に関する組織的工夫 

 

〔現状〕 

教職課程認定基準を踏まえた教員を配置しており、教職課程に関する情報は、Web サイトで公

開している。 

教務担当教員は各学科に 2 名以上が配置され、学科固有の教務事務の担当として教職課程にも

精通しており、クラス毎の担当教員であるクラスアドバイザーを中心とした学科単位の学修支援

体制を構築している。学科会において情報共有し、担当教員などの教員間の連携によって、学科

全体で支援する体制を整えている。 

教務部教務課及び教務部学務課は、「履修の手引」や「オリエンテーション資料」といった履修

指導に必要な資料を作成するとともに、各学科の教員との連携のもと、各種オリエンテーション

の運営支援等を行っている。教務部免許資格指導課は、教育実習に関する事務と学生へ指導、こ

れに関するオリエンテーションや報告会の運営等を取り行っている。教務部の学習・実習指導員

は、科目担当教員の指示に基づき、学習・実習中における教員の補佐、学外実習先訪問、実習先

での実習生指導を行っている。 

教職センターは、教職希望者の就職支援を行いながら、教育実習の指導に協力するとともに、

各学科の科目担当教員と連携した「教職等インターンシップ」の運営、「教職実践演習」「保育・

教職実践演習」の実施など、教職課程に関する支援を行っている。 

委員会組織として、課程の学修全般に関する事項は教務委員会、学外実習における学修支援に

関する事項は免許・資格指導委員会、教職課程における学修支援に関する事項は教員養成カリキ

ュラム委員会、就業に向けた支援に関する事項は教職委員会にて審議している。 

ICT を活用した授業環境については、教室にプロジェクター及びノートパソコンを設置し、貸

出用の ICT 機器としてのノートパソコン、タブレット PC 等を整備している。令和 4 年度は、教

育実習先や学生の就職先となる学校現場における ICT 活用の現状について FD 研修を実施した。 
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〔⾧所〕 

各委員会において教員と事務職員の双方を構成員とすることで、情報共有した上でより効果的

な学修支援を検討することが可能となっている。例えば、全学組織である教員養成カリキュラム

委員会は、教職センター⾧を委員⾧として、教務部⾧、教務課⾧、学務課⾧、免許・資格指導課

⾧、各学科の免許担当者及び教職担当教員、教職センター事務担当により構成される。連携の範

囲も、課程運営から個別の学修者支援にまで、活発に行われている。多くの教員が教職関連科目、

教育実習、就業支援など複数の養成段階に携わっている。特に教育実習等の指導には科目担当者

だけでなく多くの教員が関わっており、全学を挙げた教員養成の体制が設けられている。 

 

〔課題〕 

 教員が養成課程の様々な段階に携わることは、一貫した指導が受けられるなど学修者にとって

利点が多いが、課程運営の負荷が大きいものとなっており、持続可能な学修者支援体制について

検討を行う必要がある。 

また、この点検・評価について、教員養成カリキュラム委員会がその運営主体となっているが

学校教育法に基づく自己点検・評価と可能な限り項目や観点を一致させるなど、２つの自己点検・

評価の整合性を高めるため、実施時期の調整など、整理すべき課題がある。 

 

＜資料＞ 

資料 1-2-1 大学等の教職員に関する情報 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/teacher/index.html 

資料 1-2-2 キャンパスライフ ／ バックアップ体制 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/campus_life/backup/index.html 

資料 1-2-3 大学の教員養成に関すること（再掲） 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/training/index.html 

資料 1-2-4 環境・施設 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/facilities/index.html 

 

 

領域 2 学生の確保・育成・キャリア支援 

 

項目 2-1 教職を担うべき適切な学生の確保・育成 

〔現状〕 

アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）を踏まえて、教職課程で学ぶに相応しい就

学意欲を持った学生を求めており、入学者選抜においてもこれについての評価を導入している。 

 学生には、入学前のオープンキャンパスや、「4 年間の履修指針」、「免許・資格プログラム」に

関する課程履修指導等を通じて共有している。また、学生への課程履修を継続するための基準と

して明確に機能しているものとして、教育実習の参加条件や小学校教諭及び中学校教諭を取得す

る学生が行う介護等体験の参加条件があり、これらを明確に定めて学内に周知している。 

さらに、学修者が教師として備えたい資質・能力について自覚できるように教職履修カルテを
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運用している。 

 

〔⾧所〕 

 入学前の学生募集時点で、教職のイメージを明確に伝えることに力をいれている。オープンキ

ャンパスにおいて、入学後の学修についても学科教員から詳細な説明があり、就業後についての

詳細な情報も実務家教職員等から得ることができる。 

 入学後も「科目ナンバー」や「カリキュラムチャート」によって、見通しをもった学修が可能

である。また、「教職等インターンシップ」など教育現場の職場体験によって、教育実習を待たず

して、学生自身が教職への適性について実感を持つことができる。 

 教職指導に関しては、実務家教員により、就業後を見据えた指導を充実させつつ、敢えて他業

界の就職・進路についても積極的に情報提供することで、学生が主体的に進路を選択できるよう

になっている。 

 

〔課題〕 

教職を担うべき適切な人材の確保に関する情報提供で、採用を担う教育委員会や各学校法人と

の連携について検討する。 

また、教職履修カルテの活用はその多くが「教職実践演習」、「保育・教職実践演習」とそれら

の開講時期に指導が集中しており、一層の活用に余地がある。 

  

＜資料＞ 

資料 2-1-1 オープンキャンパス コト鎌倉 

https://www.kamakura-u.ac.jp/prospective/open_campus/online_oc/index.html  

資料 2-1-2 大学等の教育課程に関する情報（再掲） 

  https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/curriculum/index.html 

資料 2-1-3 オリエンテーション資料 教職履修カルテ 

 

項目 2-2 教職へのキャリア支援 

 

〔現状〕 

教職へのキャリア支援は、主に学科の学修課程でキャリアへの意識を醸成し、教職センターは、

採用選考の各種対策や就業準備企画を実施している。 

学生による就職についての希望登録は、それぞれ卒業前年次に就職センター及び教職センター

がオリエンテーションを行い、教職を希望する学生には、採用や就業に向けた詳細な情報提供を

行っている。なお、進路希望登録のオリエンテーション後も、学生は自身の希望の変化等に応じ

て都度変更登録ができるようになっており、教育実習後に教職を希望する学生などにも適時対応

している。 

学校体験活動、教員採用に向けたガイダンス、教育委員会による説明会、学科と教職センター

教職員が連携した採用試験対策講座など各種の支援を行っている。 
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〔⾧所〕 

オンデマンドと対面を組み合わせて、いつでも採用試験対策や就業準備を始めることができる

全学的な仕組みがある。 

また、キャリアに関する各種のグループ指導やきめ細かい個別支援が実施されている。例えば、

家政保健学科や児童学科では、希望する学校種等に応じたキャリア支援が実施されており、小学

校教諭を中心に教職希望者が多い教育学科では、教職センターと連携企画を実施するなど特定分

野の連携を強めることで、教員就職率の維持・向上を図っている。 

実務家教職員と教職センター職員の連携による支援企画や地域の教員研修機関及び青少年育成

機関と連携した学内研修講座（特別講座）で、学生が多様な人材と交流し、教科指導や児童生徒

指導に関する研鑽を積む機会を設けている。 

卒業生の教員就職実績は学内に周知しており、学生は卒業生の就職活動体験記を閲覧し、自身

の就職活動やキャリアに活かすことができる。 

 

〔課題〕 

 キャリア教育を充実させる観点から、教職に就いている卒業生との連携を正課内で図っている

が、正課外においても就業準備支援としての実施に検討の余地がある。また、これに伴い卒業生

ネットワークシステムを一層有効に機能させる必要がある。 

 

＜資料＞ 

資料 2-2-1 キャリア支援の「コト」 資格・就職のサポート 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/prospective/open_campus/online_oc/support_koto/index.html 

資料 2-2-2 教員採用試験ガイダンス（一部抜粋） 

資料 2-2-3 オリエンテーション資料 教員・公立幼保採用試験対策講座 

資料 2-2-4 採用ご担当者さま／教職センター／求人のためのご案内 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/rep/t_center/index.html 

 

 

領域 3 適切な教職課程カリキュラム 

 

項目 3-1 教職課程カリキュラムの編成・実施 

 

〔現状〕 

単位の実質化のため、シラバスにおける教室外学修の指示、CAP 制を導入している。 

各科目の学修内容や評価方法等を学生に明確に示しつつ、教室外学修の指示に関しては、シラバ

スに「授業時間以外に必要な学習時間の目安」及び「準備学習・発展学習」の項目を設け、授業時

間外の学習内容・方法・時間を具体的に指示することで、学生の学修時間を確保できるようにし

ている。 

免許・資格の取得に必要な科目については、自学科の開設科目の場合は CAP 制の対象とし、他
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学科に開設された専門教育科目の場合は、その必要性から CAP 制の対象から除外している。例え

ば、児童学部児童学科及び教育学部教育学科においては、コアカリキュラムに対応する教職課程

カリキュラムを編成・運用しつつ、幼保一体化、幼小接続教育、小中・中高一貫教育、インクルー

シブ教育に対応できる教員の養成という社会的要請から、複数の免許・資格の取得を推奨してい

ること、また、学外実習の参加前に関連科目を履修することが望ましいと考えられることが主な

理由である。 

教育実習については、明確な参加要件を設け、正課教育と参加に向けたオリエンテーション、

参加報告会などで、学修上の課題発見や継続的学修を支援している。 

  

〔⾧所〕 

現代の教育課題に即した多様な学びや複数の免許・資格の取得によって、児童・生徒の学びの

連続性を想像しやすい利点がある。 

教育実習については、学科による指導、各種のオリエンテーション、学内指導担当者による指

導・支援など、段階的できめ細かい支援を実現している。 

 

〔課題〕 

 今日の学校現場の ICT 機器をより円滑に活用できるよう、特に教科指導法に関する授業での実

施内容を、就業後の卒業生実態に照らして検討する必要がある。 

 また、教職履修カルテの学修状況に応じた指導については引き続きの課題である。 

 

＜資料＞ 

資料 3-1-1 大学等の教育課程に関する情報（再掲） 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/curriculum/index.html 

資料 3-1-2 シラバス 

 https://portal.kamakura-u.ac.jp/campusweb/slbsscmr.do 

資料 3-1-3 大学「学修環境・行動調査」（学生生活の満足度に関する項目）推移 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/ir/index.html#area04 

 

項目 3-2 実践的指導力の育成と地域との連携 

 

〔現状〕 

 各教員免許・資格の責任者を定めて、開講学科において、実践的指導力を育成する機会が設け

られている。 

 低学年次から教職等インターンシップ、併設校との交流事業、地域の県教育委員会や市町村教

育委員会との連携事業など、様々な体験活動を通じて、地域の子どもの実態や学校における教育

実践の最新の事情について学生が理解する機会を設けている。教職等インターンシップやボラン

ティア、教育実習、教師塾、採用試験などを通じて、教育委員会及び実習等の受け入れ校と大学

が組織的に連携している。 
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〔⾧所〕 

 教職等インターンシップは、選択科目ではあるが、例年、教員採用試験の受験を希望する学生

の 7 割ほどが参加する。学生が自身の教職への適性を考えることができ、教育現場の最新事情を

理解する機会となっている。 

 教育実習では、学内の実習指導担当教員と教務部免許資格指導課が緊密に連絡を取り合い、受

入れ先校と連携している。 

また、「養成・採用・研修についての連絡協議会」として実習受け入れ先や就職先の指導者と大

学との意見交換を定期的に開催しており、Web アンケートとオンラインの情報交換会を実施して

いる。 

 

〔課題〕 

 実践的指導力を育成する機会について、より大学全体としての取り組みに練り上げる必要があ

る。特に就業前の準備に関する支援は免許、学科、クラス間の差異がある。また、教職センター

が提供する支援企画のうち、地域との連携で実施するものはその性質上、必ずしも全員に提供す

ることが望ましいとは言えないものもある。 

 また、採用選考の早期化・複線化に伴い、教育委員会主催の教師塾や特別選考の仕組みが複雑

になっており、複数免許の取得など多様な課程履修を行う本学学生にとって特別選考等の恩恵が

受けづらくなる可能性がある。 

 

＜資料＞ 

資料 3-2-1 教職等インターンシップ参加状況 

資料 3-2-2 教員の養成に係る教育の質の向上に係る取組に関すること 

 https://www.kamakura-u.ac.jp/profile/disclosure/training/index.html 

資料 3-2-3 養成・採用・研修についての連絡協議会 

 

 

Ⅲ総合評価 

 

教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み（基準領域 1）については、全教

職員が教職課程を学修者目線で捉え、正課内外で組織的且つ多様な連携が図られおり、教職課程

を履修する学生から良い評価を得ている。一方、協働的な取り組みが多いことなどによる学修者

支援のための負荷が高い傾向があり、持続可能な課程運営や自己点検・評価の仕組みの整備につ

いては引き続き検討を行う必要がある。 

学生の確保・育成・キャリア支援（基準領域 2）については、正課内外の各段階で、学修者にと

って「教職課程で学び、教職に就くこと」の意義について深く考える機会を提供している。キャ

リア支援・就業支援が充実していることで、教職への不安軽減が図られており、教員就職率の維

持・向上につながっている。教職履修カルテの活用については、開講科目である教職実践演習で

は利用がなされているが、学修者目線で再考し、各段階で活用を図る必要がある。また、卒業生
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ネットワークについて、就業に向けた支援の観点から、一層の活用が求められる。 

 適切な教職課程カリキュラム（基準領域 3）については、教職科目の学びや就業体験等が教育実

習に向けて体系的に配されており、正課外で実践的指導力を育成するための機会にも富む。ただ

し、実践的指導力の育成と地域との連携の面で、採用選考の早期化・複線化に備えた育成や、各

教育委員会との持続可能な連携について、検討・改善を続けていく。 

 

 

Ⅳ報告書作成プロセス 

  

教育職員免許法施行規則等の一部改正を受けて、令和４年度から教職課程の自己点検評価が義

務化されたことから、教員養成カリキュラム委員会にて教職課程自己点検・評価の実施を決定し、 

大学版と短期大学部版をそれぞれ作成することとした。本学は、大学自己点検・評価や IR 情報を

積極的に公開しているため、点検評価の基本方針として、それらを最大限に活用すること、また、

本学の教職課程における⾧所と課題および改善の方向性が、学修者目線でも理解できるものとな

るよう方向性を確認した。教職センターにて草案を作成し、教員養成カリキュラム委員会に諮り

作成した。 

 

 

Ⅴ現況報告書 

法人名 学校法人鎌倉女子大学 

大学     鎌倉女子大学 

 学部学科  ・家政学部 家政保健学科／管理栄養学科 

       ・児童学部 児童学科／子ども心理学科 

       ・教育学部 教育学科 

 

大学院    鎌倉女子大学大学院 

研究科   ・児童学研究科児童学専攻 

1 卒業者数、教員就職者数 

① 令和 4 年度 卒業者数 668 名 

②  ①のうち、就職者数（企業・公務員等含む） 627 名 

③  ②のうち、教職についた者の数 

（正規採用+臨時的任用の合計数） 

231 名 

（※参考：保育士 97 名） 

うち正規採用数 182 名 

臨時的任用者数  49 名 

2 令和 4 年度 教員組織（学部学科及び学術研究所） 

教員数 
教授 准教授 講師 助教 計 

44 名 35 名 21 名 0 名 100 名 

 



資料 1-1-5 教職履修カルテ 自己評価（一部抜粋）  

 

 

 

 

  



資料 2-1-3 オリエンテーション資料 教職履修カルテ 

 

教職履修カルテ 

教職センター 

１．教職履修カルテについて 

「教職実践演習」「保育・教職実践演習」は免許・資格の必修科目で、卒業学年の秋セメスター

に開講します。この科目は、履修する学生の教職関連科目の履修状況を踏まえ、教員・保育士と

して必要な知識技能を修得したことを確認するものです。 

「教職実践演習」「保育・教職実践演習」を履修するためには、入学してから卒業学年の春セメ

スターまでに履修した教職関連必修科目や学年ごとの自己評価について、記録を残す必要があり

ます。この記録が「教職履修カルテ」です。 

「教職履修カルテ」は、自分が教職課程の中で、何を学んだかを振り返るとともに、今後どの

ような学習が必要なのかを自分で考える手がかりにしていくものです。 

 

２．教職履修カルテの種類と作成期間 

●教職履修カルテ①＜教職関連科目の履修状況＞ 

セメスターごとに授業を振り返り、教職関連必修
．．

科目について「学んだこと」、「今後の課

題」について記録します。 

●教職履修カルテ②＜自己評価シート＞ 

学年ごとに 1 年間を振り返り、教員・保育士に必要な資質能力について、自己評価をしま

す。 

教職履修カルテの種類 作成期間 

2022 年度 春セメスター 

教職履修カルテ①＜教職関連科目の履修状況＞ 

2022 年 9 月 14 日（水）～ 

2022 年 10 月 31 日（月） 

2022 年度 秋セメスター 

教職履修カルテ①＜教職関連科目の履修状況＞ 

2023 年 2 月 20 日（月）～ 

2023 年 4 月 30 日（日） 

2022 年度 

教職履修カルテ②＜自己評価シート＞ 

2023 年 2 月 20 日（月）～ 

2023 年 4 月 30 日（日） 

 

３．作成方法 

作成期間にポータルサイトからお知らせします。 

 

教職履修カルテに関する問い合わせは、教職センターまで。 

 

  

 



資料 2-2-2 教員採用試験ガイダンス（一部抜粋）  

 

 



資料 2-2-3 オリエンテーション資料 教員・公立幼保採用試験対策講座 

 

 
 
教員・公立幼保採用試験対策講座 

教職センター 

 

学校の教員、公務員（幼稚園教諭・保育士・保育教諭）を目指す学生対象に教員・公立幼保採

用試験対策講座の情報サイトを開設しています。 

https://kamakurauac.sharepoint.com/sites/taisaku-kouza 

 

対象者 

・教員採用試験受験予定者。 

・公務員採用試験受験予定者（幼稚園教諭・保育士・保育教諭）。 

 

講座内容 

・学内の Microsoft365 アカウントで利用できます。 

・講座は基本的にオンデマンドの動画や資料を配信しています。 

・講座名をクリックすると動画や資料を見ることができます。 

・各自のペースで学習してください。 

 

※講座の動画や資料を許可なく録画・録音・撮影したり、それを他人と共有（SNS への掲載

等を 

含む）をしないでください。 

 

マイ・ラーニング 

・各自の勉強計画（マイ・ラーニング）を作成してから、対策講座を受講してください。 

・情報サイト内からマイ・ラーニングをダウンロードしてください。 

・希望する自治体等の試験内容を確認したうえで講座を受講しましょう。 

・受験までの期間を見通して計画を立てましょう。 

・途中で変更があってもかまいません。 

 

教員・公立幼保採用試験対策講座に関するお問い合わせは、情報サイト内受講者質問フォー

ムをご利用ください。 



資料 3-2-1 教職等インターンシップ参加状況 

 

 



資料 3-2-3 養成・採用・研修についての連絡協議会（教員養成カリキュラム委員会資料） 

 

令和３年 12 月８日 

教職センター 

 

実習先指導者連絡協議会（令和 3 年度及び次年度以降の実施について） 

 

■令和３年度実習先連絡協議会（学校） 

今年度実施について、オンラインにより行うとしているが、コロナ禍の状況及び前年度実施の

アンケート調査結果を踏まえて、よりシンプルな内容構成としたい。 

 

＜前年度の代替事業アンケート＞ 

コロナ後の同事業実施形態として、受入先の希望 

アンケート：67％ 

オンライン：16％ 

対面：10％ をそれぞれ希望という回答であった。 

 （回答数 368：学校/幼稚園/保育所全て） 

 

＜実施案＞ 

実施時期：2 月下旬から 3 月中旬 

参加者：例年多くが学校⾧であったが 

可能な限り直接の実習指導担当者にも参加を 

呼びかける。 

プログラム 

1.本学カリキュラムの特色、養成・実習指導等について 

※各学科の特色については、資料にて提供 

2.事前のアンケートに基づく参加者双方の問題意識の共有 

3.参加者による座談会 

 

 

■次年度以降の同事業について 

 大学の教職・保育職養成を取り巻く現状を踏まえて、名称及び内容の改変を行いたい。 

「養成・採用・研修についての連絡協議会」などの名称へ変更し、教育・保育者の養成・採用・研

修における連続性の中で、情報交換を行う事業としていきたい。 

 

 

以上 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

注記：当事業は、（1）公立学校、（2）幼稚園・認定こども園、（3）保育所について 

それぞれ 3 交代で実施しており、旧称は「実習先指導者連絡協議会」である。 

「公立学校」については令和３年度に実施し、令和４年度は「保育所」を実施した。 

10%

16%

67%

7%

実施形態の希望

対面 オンライン

アンケート 他


